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▶ １　はじめに

　メディアが人々に与える影響に関しては，メディア効果論において多くの知見が蓄積さ
れてきた。中でも「自分はメディアの影響を受けないが第三者は違うと考え，それに対応
した行動をとること」を意味する第三者効果（Davison, 1983：Third person effect, 以下
TPE）という理論がある。TPE に関する研究では，影響を受ける対象を「自分」と「他
者」に分けた場合，メディアから受ける影響の見積りの程度に差が生じるのか，また，そ
のような認知がその後の態度や行動にどのような影響を与えるのかを中心に研究が行われ
てきた。
　さらにその後，TPE の派生理論といえるメディア影響の推定効果（The influence of 
presumed media influence，以下 PMI）理論が登場した1。これは，「メディアが他者に与
える影響を認識し，その結果として自分の態度や行動を変える」（Gunther & Storey, 
2003）ことを意味し，TPE における「他者への見積り」を重視したモデルといえる。
　TPE や PMI は，人々がメディアから直接影響を受けることではなく，メディアが人々
に与える影響を見積ることが態度や行動に影響を与えるという事象を説明する。メディア
の間接効果を説明する理論であり，人々のメディアに対する態度や行動を検討することに
も役立つと考えられる。
　本稿では人々のメディアに対する態度，行動の中でも，この二つの理論を用いて検討す
る意義のある事象として「テレビ批判」に注目する。テレビ批判は「視聴者がテレビ番組
に対して抱くネガティブな反応」として定義され，さらに態度面と行動面に分けられる

（正木，2019）。メディア環境の変化によって視聴者が意見を発信することが容易になった
現在，テレビ批判は視聴者の能動性を象徴する，検討されるべき事象であると考える。
　本稿では，まず TPE と PMI に関するレビューを行う。各理論の概要や研究の流れ，そ
の課題について述べたうえで，テレビ批判とこの二つの理論の関連について述べる。そし
てこれらを組み合わせた研究を行うことの意義や，今後の展望について論じる。
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▶ ２　TPE の概要

2-1　TPE研究の発端：Davison（1983）の研究
　TPE の源流となる研究は，1983 年に Davison が発表した論文（原題：The third-
person effect in communication）である。彼は，人がメディアによる説得的コミュニケー
ションにさらされるとき，自分より他者がその影響を大きく受けると見積ると仮説を立
て，4 つの調査を実施した 2。
　最初の調査は，1978 年のニューヨーク州知事選挙の直後にコロンビア大学の大学院生
を対象にして行った。選挙イベントやストライキが「自分」と「一般的なニューヨーク市
民」それぞれにどれくらい影響を与えたか，「まったく影響はない」から「非常に大きな
影響を与える」の 7 件法で尋ねた。その結果，自分よりも一般的なニューヨーク市民が影
響を受ける見積りの平均値の方が高く，説得的コミュニケーションは自分よりも他者に大
きな影響を及ぼすと認識されていることを見出した。
　二回目の調査は 1981 年に，選挙とは異なる文脈で行った。大学院生を対象に，「子ども
の頃の自分」と「他の子ども」それぞれがテレビコマーシャルの視聴において，そこで宣
伝されている商品を両親にねだる可能性があるかどうかを尋ねた。その結果，自分が子ど
もの頃よりも他の子どもの方がテレビコマーシャルを見ることで商品の購入を両親にねだ
ると見積ることが示された。
　三回目は，1980 年のアメリカ大統領選挙キャンペーン期間中の調査である。ニューヨー
クの放送博物館で講義に参加した人々を対象に，「あなたの投票意図は，ニューハンプ
シャー州の予備選挙の結果に影響を受けると思いますか？」「ニューハンプシャー州の予
備選挙の結果がロナルド・レーガンの政治生命に影響を及ぼすと思いますか？」「ニュー
ハンプシャー州の予備選挙の結果が，ジミー・カーターの政治生命影響を及ぼすと思いま
すか？」と尋ねた。その結果，ここでも自分よりも候補者の方が予備選挙の影響を受ける
と見積る傾向が認められた。
　4 回目の調査は，再び放送博物館において，1980 年の回答者とは別の人々を対象に行わ
れた。具体的には，ロナルド・レーガンが “ タカ派 ” の外交政策を追求することで，「自
分の投票」と「一般市民の投票」それぞれに影響があるかどうかを尋ねた。ここでも，非
常に多くの人が自分より他者が影響を受けると見積ることが明らかになった。
　このように，Davison はあらゆる場面，回答者，質問方法によって，仮説の検証を行っ
た。その結果，人々が「自分より他者の方がメディアの影響を受ける」と見積る傾向が示
された。
　しかし，彼の研究では「自分」と「第三者」がメディアの影響を受ける見積りの平均値
を比較することに留まり，その後の関連研究において一般的な，他者の得点から自分の得
点を引き，その差分を取って TPE を変数化するという手法は取られていない。
　また，Davison（1983）は TPE の定義を「人がメディアによる説得的コミュニケーショ
ンにさらされるとき，自分より他者がその影響を大きく受けると見積ること」（p.1）だけ
でなく，「（その認知のために）行動につながることがある」（p.1）という行動の側面にも
言及している。しかし，彼の論文では後者に関する実証はされていない。

2-2　TPEの定義と用語の説明
　TPE は「自分はメディアの影響を受けないが第三者は違うと考え，それに対応した行動
をとること」を意味する。前半部分を指す認知レベル（＝認知のずれ），後半部分を指す行
動レベル（＝ずれが行動に影響を与えること）の二つの側面によって構成されている。
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　前者の認知レベルは “perception components” と表記され，「知覚」と記す研究（山本，
2000）もあるが，本稿では池田・安野（2013）や和田（2002），安野（1996）に倣い「認
知 」 と 表 記 す る。 ま た， 以 降 は 認 知 レ ベ ル の TPE の こ と を “TPP（Third person 
perception）” と表記する。
　後者の行動レベルは “behavior components” と表記され，TPP の結果生じる行動を指
す。しかし TPP によって引き起こされる行動を直接検討した研究は少なく，実際には何
らかの態度や，行動意図を尋ねることに留まっている。また行動の定義も不明確であり，
これらの点は先行研究で課題として指摘されている。そのため，本稿では積極的に「行動
レベル」と記述することを避け，TPP による「結果変数」と表現する。この点について
は，TPE の問題点に関する項で詳しく述べる。
　さらに TPE を論じるにあたり，「メディアの影響を見積る」といったように「見積り」
という用語を扱うが，Davison（1983）ではこの部分を “estimation” や “expectation” など
と表記している。国内の先行研究では主に「見積り」（池田・安野，2013；竹下 , 2008；
山本 , 2000），「認識」（白岩・萩原・唐沢 , 2012），「予測」（山本 , 2000）と表現され，和
訳が一貫していない。そのため，本稿では池田・安野（2013）にならい，「見積り」と表
記する。

2-3　TPPの結果変数
　冒頭でも述べたように，TPE は人々のメディアに対する態度や行動に影響を与えうる
と考えられる。メディアに対する態度や行動という視点では，TPP によってどのような
結果変数が説明されているのだろうか。
　TPP の結果変数としてよく検討されるのは，検閲や規制に対する支持である。つまり，
TPP を生起することで，メディアの検閲が行われたり，規制されることを望むようにな
るという仮説である。この仮説には多くの場合，「有害なメディアは取り締まられるべき
である」とメディアの悪影響を危惧することが背景にあると想定できる。
　しかしこの仮説は，支持する結果が得られた研究とそうでない研究が混在し（e.g., 支
持：Chia, Lu, & McLeod, 2004；Hoffner & Buchanan, 2002 ; Rojas, Shah, & Faber, 1996：
不支持：McLeod, Detenber, & Eveland , 2001；Salwen, 1998），結果が一貫していない。
　その理由として，TPP，つまり自分と他者のずれを独立変数として分析することの問題
点が指摘されている。Chung & Moon（2016）は TPE に関するメタ分析を行い，数十の
先行研究のデータを再分析したところ，TPP よりも他者への影響の見積りを単体で分析
に用いた方が検閲態度に影響を与えることを示唆した。他の研究でも同様の指摘がされて
いる（Gunther, 1998；Salwen, 1998）。
　また，近年では TPP が検閲や規制よりもメディア・リテラシーを強化することの支持
に影響を与えることも明らかにされている（Jang & Kim, 2018）。これはインターネット
の発達により，人々の意識が「政府がメディアの内容を検閲し，規制をするべきだ」か
ら，「自分たちでメディアの内容を読み解き，判断するべきだ」に変化しつつあることが
背景にあるのだろう。内容は異なるが，メディアから身を守ることを求めるという点では
同様の態度であると考えられる。
　このように，TPP の結果変数として扱われるのはメディアの検閲や規制に対する支持
が多く，これは本稿で注目するメディアに対する態度に分類できる。しかし，その他にメ
ディアに対する態度や行動と関連付けられるような要因の検討はされていない。さらに上
記で述べた結果変数はすべてメディアに対する態度であり，行動についての検討は進めら
れていないのが現状である。
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2-4　TPPの先行要因
　前項では TPP の結果変数について論じたが，TPP の生起に焦点を当てた研究も多いた
め，以下に紹介する。本稿は TPP の結果変数に注目するが，TPP の先行要因を理解する
ことでメディアに対する態度や行動に関する知見を得ることができるだろう。

（1）　なぜTPPが生じるのか
　TPP の根底には「自分は他者と異なる」という認識があり，「自己と他者の認知の不一
致」と表現されている（Tiedge, Silverblatt, Havice, & Rosenfeld, 1991）。
　それと関連づけて，TPP は自分と他者の社会的距離があるほど生じやすいと言及され
ている（Cohen, Mutz, Price, & Gunther, 1988；Peiser & Peter, 2000；Tewksbury, Moy, 
& Weis, 2004；Tsfati, Ribak, & Cohen, 2005）。たとえば Cohen ら（1988）は TPP を測る
際，影響の対象を「他のスタンフォード大生」，「カリフォルニア市民」および「世論一
般」と設定したところ，対象がより一般的かつ回答者から遠くなるにつれて，大きな効果
を見出した。
　さらに Gunther（1991）は，人は自分がメディアから影響を受けることに関しては「メ
ディアが説得的コミュニケーションを図っているからだ」とメディア側に要因があると考
えるが，他者がメディアから影響を受けることには，その人自身が「騙されやすい」「左
右されやすいからだ」と考える傾向を言及した。自分に関してはメディアという外的要因
が，他者に関しては受け手本人という内的要因が働いているという認識が TPP の生起に
寄与していると解釈することができる。
　自分と比べて他者を「メディアに騙されやすい／左右されやすい」と考えることは，他
者を「弱者」とみなすということでもある。それと関連づけて，パターナリズムも TPP
を促しうると指摘されている（Golan, Banning, & Lundy, 2008；McLeod et al, 2001）。ま
た，いずれの研究においてもパターナリズムによって生じた TPP が，検閲への支持に影
響を与えることが明らかされている。
　このように，検閲への支持については，「他者を守る」という意識といえるパターナリ
ズムが影響を与え，そこに TPP が媒介するというモデルが示唆されている。

（2）　どのような人にTPPが生じやすいか
　次に TPP を促す属性的要因について，性別，年齢，学歴や教育レベルの３つに焦点を
あてて整理する。
　まず性別については，前述のパターナリズムという点から考えると男性の方が TPE 傾
向にあるのではないかと予測できるが，一概にそうとはいえない。安野（1996）は男性と
の間に有意な関連があったことを示しているが，ポルノなどの性描写に対しては女性の方
が TPP を生起しやすく（Gunther, 1995；Wei, Lo, & Lu, 2010），さらにそれがメディア
の検閲や規制への支持などに影響を与える傾向が明らかにされている（Gunther, 1995；
Lee & Tamborini, 2005）。
　続いて年齢については，高齢であるほど TPP を生起しやすいことが言及されている

（Brosius & Engel, 1996；Tiedge et al. 1991）。その理由として，人は加齢とともに自分は
メディアの熟練接触者であるという自覚を持ち，それによって自分はメディアに左右され
るほど弱くないと思うことが挙げられている（Tiedge et al., 1991）。しかし，正木（2019）
では若さと TPP が正に相関していることが示されており，年齢に関しては結果が一貫し
ていない。また，高齢と若齢の定義については先行研究では明確にされておらず，相関分
析で関連が示されたということに過ぎない。
　また，学歴や教育レベルの高さと TPP の関連も指摘されている（Gunther, 1995；
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Lasorsa, 1989）。Lasorsa（1989）によれば高学歴の 38％に TPP が認められたが，低学歴
だと 26.3％に留まった。しかしこの差は統計的に有意ではなかった。さらに，教育レベル
の高さそのものではなく，それによって自分の専門性を認知することが TPP を生み出す
可能性も示唆された（Lasorsa, 1989）。また，自身の学歴ではなく，他者の学歴を低く見
積ることで TPP が生起するという指摘もある（Peiser & Peter, 2000）。しかし年齢と同
様，学歴（教育レベル）の程度に関する定義が明記されていないという問題点がある。
　このように TPP の代表的な先行要因については心理的要因，属性的要因ともにさまざ
まな要因が挙げられているが，結果が一貫しないことも多く，そこには多様な結果や解釈
が存在することがわかる。ただし本稿で注目する「TPP がメディアに対する態度や行動
に与える影響」という点では，パターナリズム，学歴（教育レベル）の高さ，比較的高齢
であることが TPP を生じやすいという知見から，「自分は熟練者である」という優越感が
結果変数に影響を与えることが可能性の一つとして推測できる。

2-5　TPPが生じやすいメッセージ
　TPP は社会的に望ましくない内容に起こりやすいといわれており 3，その代表が性描写
や暴力描写である。さらにこの二つに関しては，TPP を生じることでメディアの検閲や
規 制 へ の 支 持 が 生 じ や す い と 言 及 さ れ て い る（ 性 描 写：Gunther, 1995；Lee & 
Tamborini, 2005；McLeod, Eveland, & Nathanson,1997；Rojas et al., 1996；Gunther & 
Hwa, 1996；Wu & Koo, 2001： 暴 力 描 写：Nathanson, Eveland, Park, & Paul, 2010；
Hoffner & Buchanan, 2002）。
　その他では，薬物使用を助長するキャンペーン（Leung & Lo, 2015）や中傷的なニュー
ス記事（Gunther, 1991），フェイクニュース（Beak, Kang, & Kim, 2019）にも TPP が生
じやすいと報告されている。
　以上をまとめると，性描写や暴力描写に対して TPP が生じる際，その結果として検閲
や規制を支持する傾向が示されている。性描写や暴力描写はオーディエンスによって「過
激である」「有害である」と認識されやすいメッセージであり，そのような内容によって
生起した TPP はその後の態度に影響を与えやすいのだと考えられる。

2-6　TPE研究の課題
　Davison（1983）が提唱して以来，多くの TPE 関連研究が蓄積されてきたのは前述の
通りであるが，同時に課題も浮き彫りになっている。

（1）　行動レベルの定義・研究の不十分さ
　TPE 研究において，その認知レベルを指す TPP の生起に関しては多く実証されている。
一方，TPP が行動（本稿における「結果変数」）に影響を与えるかという研究には課題が
残されている。
　その理由として，行動レベルに注目する研究の多くが，行動そのものを尋ねていないこ
とが挙げられる。「検閲や規制を支持するか」という態度や，「自分の行動が変わると思う
か」「〇〇しようと思うか」という行動意図を尋ねることに留まっている。
　この点は先行研究でも指摘されている。たとえば Chung, Munno, & Moritz（2015）は，

「自己と他者の不一致の行動結果は主に実際の行動よりも態度に関するものであった」
（p.454）と言及している。そのため，TPE の行動レベルについては本稿のように「結果
変数」と述べるなど，定義を整理する必要があると考える。
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（2）　TPP以外のパターンに対する検討の不足
　本稿では「他者への影響を見積ること」に重きを置く TPE に注目をしているが，元来，

「自分または他人」に対してテレビから受ける影響を「高くまたは低く」見積もるという
事象の構造は，図 1のように A ～ D の 4 つに分けることができる。
　TPE は「自分が受ける影響は低い／他者が受ける影響は高い」を意味するため A に当
てはまるが，他にも B，C，D の 3 つのパターンが存在する。当然，すべての人が TPE
である A に当てはまるわけではない。特に D は「他者よりも自分の方がメディアの影響
を受ける」を意味し，TPE とは逆の事象である。これは First person effect（以下，
FPE）と呼ばれ，既存研究の蓄積もある（Innes & Zeitz, 1988；Meirick, 2005；White & 
Dillon, 2000）。なお，FPE は以降でも扱うが，TPE 同様 FPE の認知レベルについては
FPP と表記する。
　しかし，少ないながらも TPE とは異なるパターンに言及した研究もある。たとえば
Gunther（1995）の調査では，調査対象者のうち 61％が TPP 傾向にあることが示された。
一方 FPP を示した人は 20％，残りの 19％の程度は不明であるが，自分も他者も同等に影
響を受けると考える傾向にある人であった。この結果をふまえると TPP が多数派である
ことは確かであるが，そうでない人が 4 割程度いることを見過ごすことはできないのでは
ないか。
　また，TPE 以外のパターンが結果変数に影響を与えることを示す研究も存在する。た
とえば Baek ら（2019）は，自分への見積りと他者への見積りの間で正の相関が認められ，
図 1 で「自分も他者も高い」を意味する B に属する人がメディア検閲を支持する傾向を
明らかにした。
　上記をふまえて，TPP 以外のパターンにも注目して研究を行うことで，メディアに対
する態度や行動に与える影響に関するさらなる知見が得られると期待する。

▶ ３　PMI（The Influence of Presumed Media Influence）の概要

　本稿ではこれまで，メディアに対する態度や行動に与える影響を与えることを説明する
理論として TPE に注目し，レビューを行ってきた。TPE については多くの関連研究が行
われてきたが，2003 年には TPE の派生理論ともいえる PMI について言及がされた

（Gunther & Storey, 2003）。TPE と比べて PMI は結果変数に重きを置かれた理論であり，
より本稿の目的に合うと考えられる。
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図１　メディアから受ける影響の見積りのパターン
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3-1　PMI とは
（1）　定　義
　PMI は「メディアが他者に与える影響を認識し，その結果として自分の態度や行動を
変えるという考え」を意味する（Gunter & Storey, 2003）。
　TPE 研究では TPP，つまり「自分と他者への見積りのずれ」を変数化し分析に用いて
きたが，PMI では主に「他者への見積り」が変数化され，「自分への見積り」は除外され
ることが多い。Gunther & Storey（2003）は PMI を「自分と他者の違いに依存しない」

（p.201），「TPE に対する包括的な概念」（p.201）と表現している。
　従来の TPE 研究においては TPP の生起は実証される一方，行動レベルの検討につい
ては課題があった。前述の通り，行動レベルの研究において認知のずれを独立変数にする
ことの問題点も言及されており，PMI はこのような指摘に合うモデルだと解釈すること
ができる。実際に，Tsfati, Cohen, & Gunther（2011）は「Gunther & Storey（2003）に
よって TPE の行動面が再訪された」（p.145）と述べている。

（2）　TPEとの違い
　PMI と TPE の定義が異なることは前述の通りであるが，それ以外にどのような違いが
あるのだろうか。
　一つ目の違いは，研究において注目する点が異なることである。TPE 研究では TPP の
生起に焦点を当てる研究が多い一方，PMI 研究は認知によって起こる結果に注目してい
る。TPE 研究では検閲や規制への支持が扱われることが多かったが，PMI 研究では幅広
い結果変数との関連が検討されている。これについては後述する。
　二つ目の違いは，それぞれが生じやすいメッセージ要因が異なる点である。TPP は性
描写や暴力描写など，社会的に望ましくないとされるメッセージに対して起こることが多
い。一方，PMI はそうでないメッセージにも生じると言及されている。たとえば，医療
従事者向けのラジオドラマ（Gunther & Storey, 2003），環境保護に関するメディアメッ
セージ（Liao, Ho, & Yang, 2016），選挙ニュース（Cohen & Tsfati, 2009）など多様であ
る。ただし近年では TPP に関しても，社会的に望ましくないとされるメッセージ以外に
おいて同現象がみられるかどうかを検証する動きもある（e.g., Tewksbury et al., 2004；
Wei, Lo, & Lu, 2008；Lim, 2017）。そのため，この違いに関しては近年に限れば顕著なも
のではなくなりつつある。
　三つ目は，調査や分析手法が異なる点である。TPE 研究では一般的に TPP を測る際，
同じ質問を「自分（e.g., あなた）」「他者（e.g., 一般的な〇〇人）」と主語を変えて質問し，
それぞれの回答の平均値の差分を取って変数化をする。一方，PMI 研究においては差分
を取る作業は不要であり，個別で各質問項目の平均値を取ることで変数化をしている。さ
らに PMI 研究では「他者への見積り」のみを扱い，「自分への見積り」を尋ねないことも
ある（e.g., Barnidge & Rojas, 2014：Tsfati, 2007）。

3-2　PMI の結果変数
　メディアに対する人の態度や行動を検討するうえで，PMI に関する研究はどのような
ことに取り組んできたのだろうか。本項では，具体的に PMI が影響を与えることが実証
されている変数（従属変数）について論じる 4。
　まず TPE 研究と同じく，検閲や規制への支持が従属変数になることが多い。それを生
み出すメッセージとして，ポルノ（Gunther, 1995；Lee ＆ Tamborini, 2005；Tal-Or, 
Cohen, Tsfati, & Gunther, 2010），暴力（Rojas et al., 1996；Salwen ＆ Dupagne, 1999），
ラップ音楽（McLeod et al., 1997），選挙キャンペーン（Salwen, 1998），フェイクニュー
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ス（Baek et al., 2019）がある。また，国内では TPP と他者への見積りを独立変数とした
結果，後者の方が視聴者によるテレビに対する批判的な態度を促すことが明らかにされて
いる（正木，2019）。
　上記で挙げた変数は，比較的社会的に望ましくないメッセージに対して PMI が生じ，
その後の態度に影響を与えるという点で TPE と重複，類似していると考える。
　それ以外でも，PMI が影響を与えることが実証されている変数は多数あるが，その多
くがメディアに対する行動や態度に関するものではないため省略する 5。いずれにせよ，
TPE と PMI ともに，結果変数として実証されているのは主に検閲や規制への支持である
ことが伺える。

3-3　TPE・PMI 研究に共通する課題
　これまで述べた通り，PMI は TPE における「他者への見積り」を重視し，結果変数と
の関連に注目した研究が行われてきた。しかし，TPE と PMI を用いて本稿の問題意識を
明らかにするにはいまだ課題があるため，それについて述べる。なお，前述の TPE 研究
において指摘した課題と重複する点もあるが，それだけに本稿にとってより重要な課題と
もいえるため，PMI の視点からも再び説明をする。

（1）　結果変数への検討の不足
　まず TPE と同様，PMI 研究においても結果変数，つまり「行動レベル」として扱われ
るのは態度的な結果であることが多い点が挙げられる。PMI 研究においても，「行動レベ
ル」が指す内容について検討する必要があるだろう。
　さらに結果変数において，本稿で注目する「メディアに対する行動や態度」に関する知
見が不足していることが挙げられる。TPE の結果変数として検討されるのは「検閲や規
制への支持」が多く一様である一方，PMI は TPE と比べて非常に多くの結果変数が扱わ
れている。しかし，「PMI がメディアに対する行動や態度に影響を与えるか」という視点
は取りこぼされているように見受けられる。
　しかし冒頭でも述べた通り，視聴者の能動性を表す「テレビ批判」という事象を説明す
るために，TPE や PMI は重要な理論であると考えられる。そのため，これらの関連がさ
らに検討されることが求められる。

（2）　「自分への見積り」に対する検討の不足
　TPE や PMI は「他者への見積りが高いこと」に重きを置く理論であるが，「自分への
見積り」の程度にも目を向けることが望ましいと考える。
　PMI は，厳密に「自分への影響を排除し，他者への見積りだけを扱う」と定義されて
いるわけではない6。しかし，既存の PMI 研究では「他者への影響」に主眼を置くことが
主流となりつつあり，「自分への影響」への視点が軽視されているように見て取れる。結
果変数の研究が不十分なのは，多くの TPE および PMI 研究（特に後者）が「他者への影
響」に重きを置いているためではないだろうか。
　しかし，多くはないものの「自分への見積り」に注目した研究もある（e.g., McLeod et 
al., 2001；Beak et al., 2019；Gunther, 1995）。そして注目すべきなのが，いずれの研究も
自分への見積りの高さが結果変数（上記研究においては検閲への支持）に影響を与えるこ
とが明らかになったことである。正木（2019）の調査でも，他者よりも自分の方が影響を
受けると見積るほど（＝ FPP を生起するほど），一部のテレビ番組に対して批判的な態度
を持つことを示している。
　上記をふまえ，今後は「自分への見積り」にも目を向けて「メディアの影響を見積るこ
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と」を包括して捉えることで，新たな知見を得ることができると考える。

（3）　因果関係に対する検討の不足
　TPE や PMI の研究では，相関分析によって変数同士の相関を確認したり，回帰分析を
用いて結果変数への影響を分析することが多い。
　Tal-Or ら（2010）はこの点をふまえ，変数同士の因果関係が未検討であると指摘した。
そして PMI と結果変数の因果関係を検討するために二つの実験を行った結果，PMI に
よっていくつかの態度や意図が形成されることを明らかにした。具体的には，一回目の実
験によってポルノに対する PMI が検閲の支持に影響を与えるという因果関係が，二回目
の実験によって砂糖不足に関する架空のニュース記事に対する PMI が「自分も砂糖を買
う可能性」「砂糖の使用を控える可能性」への認識に影響を与えるという因果関係が実証
された。
　Tal-Or ら（2010）の試みは TPE・PMI 研究の手法の幅を広げたことに違いないだろう。
今後も積極的に実験室実験が行われることを期待する。

▶ ４　「テレビ批判」との関連

　これまでは「TPE と PMI が人々のメディアに対する行動や態度にどのような影響を与
えるか」という視点から説明を行ってきた。本章では TPE や PMI がメディアに対する態
度や行動の中でも「テレビ批判」に注目し，どのような示唆・意義をもたらすかについて
論じる。それに際し，まず本稿におけるテレビ批判の定義や関連研究を整理する。

4-1　テレビ批判の定義と関連研究
　正木（2019）を参照し，本稿ではテレビ番組に対する視聴者のネガティブな反応を「テ
レビ批判」と定義し，さらに態度と行動に分類する。番組を見ていて「くだらない」「な
ぜこのような番組を放送するのだろう」など，批判や不満を抱くことをテレビ批判の態
度，その感想を Twitter などの SNS に発信したり，家族や友人などに共有することをテ
レビ批判の行動とする。
　国内ではテレビ批判そのものを対象とした研究は少ないが，「テレビの問題点は何か」
という視点については，国内外の先行研究で確認することができる。日本ではかつて，大
宅壮一による「一億総白痴化」に代表されるテレビに対する俗悪メディア論が生まれた 7。
桜井（1994）は当時の批判を「外に出ている男たちが妻や子どもを監督できず，彼らが何
かわからない娯楽装置に支配されるのではないか，という家父長主義的価値観を防衛する
ための不安であった」と述べている。
　一方，国広（2013）によれば，男性だけでなく当時の母親たちも同様の不安を感じてい
た。ベビーブームゆえに当時母親たちは社会で成功する資源が学歴であると捉え，競争相
手の多い子どもを学歴競争で勝者にすることを母親的役割として重視した。そんな彼女た
ちにとって，テレビは教養・教育メディアであるとともに，「一億総白痴化」を招く危険
なメディアだったと言及されている（国広 , 2013）。
　このように，テレビが子どもへの悪影響を与えるという懸念は強い。特に暴力・性描写
が子どもに与える悪影響が議論され，現在にかけて関連研究も多い （Gerbner & Gross, 
1976；岩男 , 2000；佐々木 , 1996；Zillmann, Bryant, & Huston, 2013 など）。
　また，1970 ～ 80 年代頃からはメディアに描かれる「女性のステレオタイプや性役割表
現」が問題となり，議論や研究がされるようになった（Creedon & Cramer, 2006；
Manes & Melnyk, 1974；諸橋 , 2001 など）。しかし近年ではメディアでの女性の描き方に
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対する批判によって男性差別が生じているという，さらなる批判も登場している
（Nathanson & Young，2006）。さらに日本では，1970 年代頃から「やらせ」を問題視す
る傾向もある（田所 , 2007；富山 , 2005；渡辺 , 1995 など）。
　このようにテレビの問題点については多くの議論がされてきたが，上記で述べた内容は
主に識者やジャーナリストに指摘されてきた論点であり，一般の視聴者が主体ではなかっ
た。しかし，これまで「受け手」とみなされてきたオーディエンス（視聴者）であるが，
近年はマス・オーディエンス論の変遷の中で「マス・メディアのテクストを理解し，解釈
する『読み手（reader）』」（大石，2010, p.82）と捉えることの重要性も指摘されている。
このような変遷をふまえると，識者やジャーナリストなどの専門家の意見を中心としてテ
レビの問題点を論じる以上に，視聴者が何を考え，どのように行動するのか，そのメカニ
ズムについて精緻な検討を行うことが求められている。

4-2　テレビ批判と「メディアの影響を見積ること」
　テレビ批判に関する研究が進められていないのは前述の通りであるが，過去に指摘され
てきたテレビの種々の問題点やその歴史的展開に共通する要因について検討することで，
その規定因を導くことは可能である。本稿では，テレビ批判には多くの場合その「影響」
に関する見積りが作用すると考える。
　特に前述の一億総白痴化に代表されるような「テレビ＝俗悪メディア」という議論や女
性のステレオタイプや性役割表現に基づく意見は，「これを見たら他者が影響を受けるの
ではないか」という見積りによって生じたと想定できる。具体的には，たとえば「子ども
がテレビから影響を受けるだろう」という見積りが転じて，「影響を与えるような原因を
取り除く」（取り除こうと批判する）という事象になるという展開である。このように，

「他者がテレビから受ける影響の見積り」はテレビ批判と深く関係があると考える。
　以上をふまえて，本稿では，特にオーディエンスの能動的な態度および行動といえる

「テレビ批判」に対して TPE，PMI が適応できると考える。
　テレビに対する批判を結果変数とした研究は非常に少ないが（正木，2019；正木，
2020），その中でも興味深い知見が得られている。正木（2019）は TPP がテレビ批判の規
定因になりうることを予想して調査を行ったが，TPP よりも PMI の方が規定因としての
役割を果たしていることを見出した。さらに正木（2020）では，他の要因を統制してもな
お同様の傾向が得られた。これらの結果は，TPP よりも PMI の方が結果変数に影響を与
えうるという先行研究の裏付けにもなっている。
　今後は TPE と PMI と，メディアに対する態度と行動の中でもテレビ批判との関連につ
いての研究蓄積を増やすことが求められる。

4-3　今後必要な研究・展望
　TPE および PMI がテレビ批判に与える影響について検討するために，今後必要な研究
と展望を以下に示す。
　まず求められるのは，個別のテレビ番組に対して TPE や PMI がどの程度影響を与える
のか，詳細な検討を継続することである。正木（2019），正木（2020）はテレビ批判態度
をいくつかに分類したうえで分析を行ったが 8，批判の対象となるテレビ番組の種類によっ
て PMI が与える影響の程度が異なることが明らかになった。そのため，テレビ批判態度
の個別の分析を引き続き検討する必要がある。
　第二に，テレビ批判の行動面に関する検証である。前述の通り，テレビ批判は態度と行
動に分けられ，テレビに対する批判的な態度はその後の行動にも影響を与えると推測でき
る。正木（2019），正木（2020）ではテレビ批判の態度面の関連を検討するのに留まった
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が，今後は TPP や PMI がテレビ批判行動に与える影響をテレビ批判態度が媒介するかど
うか検討することが求められる。そのためには実験室実験によって因果関係を調べること
が適しているだろう。それによって，前項で指摘されてきた TPE，PMI の因果関係の問
題にも応えられると考えられる。
　最後に，FPE など TPE，PMI とは異なる事象にも目を向けることである。正木（2019）
では，一部のテレビ批判態度には TPP ではなく，FPP が影響を与えていることが示唆さ
れた。この結果から，テレビ批判を引き起こすのは TPP や PMI が意味する「他者への影
響を高く見積ること」だけではなく，その逆を指す傾向（FPP）もあり得ることが伺え
る。以上をふまえ，「メディアから受ける影響を見積ること」の効果を包括的に検証する
ことが求められる。

▶ ５　結　論

　本稿では TPE と PMI という理論に注目し，「これらの理論が人のメディアに対する態
度や行動にどのような影響を与えるか」という視点で先行研究を整理した。そして，
TPE と PMI を用いて明らかにできる事象として，「視聴者がテレビ番組に対して抱くネ
ガティブな反応」を指すテレビ批判に注目した。
　TPE および PMI は，メディアの影響を見積ることが人の態度や行動に影響を与えるこ
とを説明する理論であるが，「メディアに対する態度や行動」との関連はあまり扱われて
こなかった。
　また，テレビ批判についても「テレビの問題点」が議論されることはあったが，それは
主に識者やジャーナリストなどの専門家によるものであった。つまり，一般の視聴者がテ
レビに対してどのようなネガティブな反応を抱くかについては，実証的な研究によって明
らかにされてこなかった。しかし本稿では過去に指摘されてきたテレビの問題点を検討す
ることで，テレビ批判にはその「影響」に関する見積りが作用していることを推測した。
　以上をふまえて，本稿では「TPE や PMI がテレビ批判に影響を与える可能性がある」
という考えから，これまで行われている関連研究と展望について概観した。実際に正木

（2019），正木（2020）などでは TPP や PMI がテレビ批判の規定因になりうることが示さ
れており，今後さらなる研究が行われることが求められている。
　さらに，TPE，PMI が強調する「他者への見積り」のみに主眼を置くのではなく，「メ
ディアの影響を見積ること」という大きな枠組みの中で各理論を捉えることも重要であ
る。つまり，影響の対象としての「自分」と「他者」の相互関係にも注目しながら，包括
的な視点で研究を行うことが求められる。

●注
１．	PMI は明確な日本語訳が存在しないため，本稿では英文のまま表記する。
２．	4 つの調査は時系列が前後しているが，原文に倣って紹介した。
３．	ただし近年では TPP に関しても，社会的に望ましくないとされるメッセージ以外において同現象がみられる

かどうかを検証する動きもある（e.g., Tewksbury et al., 2004；Wei, Lo, & Lu, 2008；Lim, 2017）。
４．	なお，PMI が提唱されたのは 2003 年の Gunther & Storey の研究であるが，それより前であっても，「TPP

ではなく，他者への見積りが個別でその後の結果に影響を与えている」と明らかになった研究も紹介した。
５．	具体的には，患者が医療従事者に対して抱く仕事のパフォーマンスへの期待（Gunther & Storey, 2003），医

師の患者への対応（Huh & Langteau, 2007），性意識（Chia, 2006），喫煙意識（Gunther, Bolt, Borzekowski, 
Liebhart, & Dillard, 2016），環境保護意識（Liao et al., 2016），痩身願望（Park, 2005），買い控え行動意図

（Tal-Or et al., 2010），疎外感（Tsfati, 2007）などがある。
６．	しかし，Gunther & Storey（2003）は「自分に対する知覚効果はこのモデルの不可欠な部分ではない」（p.201）

と言及している。このような背景もあり，既存の研究の多くが「他者への影響の見積り」のみを扱っている
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のだと思われる。
７．	「テレビには，紙芝居，いや紙芝居以下の白痴番組ばかりがならび，これでは，一億総白痴化運動が展開され

ているようなものだ」という内容である。出典：桜井哲夫（1994）『TV 魔法のメディア』筑摩書房
８．	正木（2019）ではテレビ批判態度を「危険・下品描写への批判」「報道への批判」「犯罪助長・過激表現への

批判」「ドラマへの批判」の４つに，正木（2020）では改訂版として「中立性・公平性の欠如への批判」「ド
ラマの質の低さへの批判」「非礼・不謹慎な内容への批判」「犯罪助長・過激表現」「軽薄な内容」の 5 つに分
類して分析を行った。
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